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別記様式第７号

新 規 事 業 箇 所 調 書

調書作成年月日 平成２０年 ２月１２日

事 業 担 当 課 防災砂防課

山崎前急傾斜地崩壊対策事業 単独 宮城県事 業 名 補助・単独の別 事業主体
やまざきまえ

伊具郡丸森町山崎前地内 宮城県施行地名 管理主体
やまざきまえ

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律根拠法令

事業目的

平成１９年９月５日の台風９号による大雨により，法面が崩壊し不特定多数の人が集まる

丸森町商工会館に土砂が崩落した。本箇所は，急傾斜地崩壊危険区域に指定されており，不

安定になった法面をこのまま放置すると今後の大雨により商工会館に集まった住民への被害

が懸念されることから，法面の安定を図る対策を早急に行いたい。

事業内容

・法面工 延長 ２０．０ｍ

事 業 費

全 体 事 業 費 費 用 負 担 内 訳

国 県 市町村 その他

( )

内用地費 [ %] [ 90 %] [ 10 %] [ %]

0.10億円 －億円 －億円 0.90億円 0.10億円 － 億円

事業期間

事 業 期 間 平成２０年度～平成２０年度（ １ 年間）

用地買収着手予定年度 平成 － 年度 工 事 着 手 予 定 年 度 平成２０年度

施設管理の予定

急傾斜地崩壊防止施設の主な管理は県となるが，側溝清掃や斜面下部の除草など簡易な

維持管理は地元住民において実施することとしている。
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上位計画等

土木行政推進計画（宮城県土木部）

事業を巡る社会経済情勢等

○社会経済情勢

昨今の地球温暖化に伴う異常気象の多発により，全国各地で土砂災害が多発しており（平

成18年発生件数1441件・死者行方不明者25名）土砂災害対策に対する社会のニーズは今後も

高まっていくと思われる。

○地元情勢，地元の意見

過年度からの落石等の発生や，来たる宮城県沖地震を踏まえ，事業への関心は高い。

事業効果

○想定される事業効果

・商工会議所のがけ崩れ災害による被害を防止。

・町道のがけ崩れ災害による被害を防止。

関連事業の概要・進捗状況等

なし

代替案との比較検討

移転適地がないことから家屋移転等の対応は困難である。

コスト縮減計画

設計未了のため今後検討予定。

費用対効果

事業規模が小規模であるため算出していない。
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地域指定状況等

なし

影響と対策

緑化工法を積極的に採用し，影響を最小限とする予定。

事業箇所評価結果

評価結果と予算への反映状況が異なる場合の理由評点による順 予算化された箇所数
（低順位にもかかわらず予算化された理由）位

（新規事業箇所）急傾斜地崩壊対策事業

４位／８ ５ 箇所

対応方針

事業実施
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－宮城県伊具郡丸森町山崎前地区（山崎前）－
みやぎけんいぐぐんまるもりまちやまざきまえちない やまざきまえ

当該地区については、平成１９年９月５日の台風９号による大雨により、法面が崩壊し土砂が下部の施設
へ侵入する被害が発生したものである。幸いにして人的被害は発生しなかったが、当該斜面においては、
依然として不安定土塊が存在しており、大規模な斜面崩壊の発生による人家被害を地元では懸念してい
ることから、被害を未然に防ぐべく急傾斜地崩壊防止施設を整備するものである。

【事業期間 平成２０年度 全体事業費１０百万円 Ｈ２０要求額１０百万円】

効果的な土砂災害対策の推進
災害発生箇所をフォローする箇所

伊具郡丸森町
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